
サステナビリティ の 取組み

（注）�本目標は、中期経営計画「for the FUTURE ～未来に向けて～」期間中（2024年4月～2027年3月）の目標であり、期間最終年度である2026年度末の当行目標を
記載しております。実績は各年度末時点の数値を記載しております。

	 （1）キャリアスキル認定者は、当行制度であるキャリアスキル認定制度におけるプロフェッショナル人財（スペシャリスト・エキスパート）を対象としております。
	 （2）�一人当たり人財開発投資額は、総研修費、人財開発関連手当（自己成長サポート手当、スキル手当等）、教育関連システム経費の合計金額を各年度の平均従業員数

（嘱託及び臨時従業員を除く）で除して算出しております。
	 （3）一人当たり研修参加回数は、各年度の総研修参加人数を平均従業員数（嘱託及び臨時従業員を除く）で除して算出しております。
	 （4）�女性管理・監督職比率における、管理職とは「課長級」と「課長級より上位の役職（役員を除く）」にある労働者を、監督職とは管理職の手前の「係長級より上位の役職

（上席支店長代理・支店長代理等）」にある労働者を範囲としております。
	 （5）�男性育児休業一人当たり取得日数は、厚生労働省が明示している『「育児休業平均取得日数」を公表する場合の公表・計算例』に基づいて算出したものであります。
	 （6）障がい者雇用率は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」第43条第1項の規定に基づく、障害者雇用率制度における雇用率設定基準にて算出したものであります。

2050年度ネットゼロに向けたロードマップ
　当行グループでは、2050年度ネットゼロに向けて、ロードマップを作成しております。
　ネットゼロ達成に向けて、当行グループの事業活動によるCO2排出量を把握し、省エネ設備への切替えや再エネ設
備の導入など、CO2排出量削減に取組んでまいります。また、地域社会の脱炭素化を実現するため、サステナブルファ
イナンスの取組目標を掲げ、資金面で支援するほか、脱炭素コンサルティングを通じてお客さまの脱炭素経営を支援し
てまいります。

人的資本 への 取組み

当行では2024年4月にスタートした中期経営計画「for the FUTURE ～未来に向けて～」において、「人的資本経営の
実践」を重点テーマとして、以下の「人財育成方針」および「社内環境整備方針」に基づき、人的資本に関する取組みを進め
ております。

■人財育成方針
　当行は、すべての役職員が、地域社会の未来を「創り、守り、支える存在」になるために、以下記載の方針に基づき、経
営陣指導のもと人財育成に取り組んでおります。

《方針》
1.	お客さま・地域社会の発展のためのコンサルティング機能を提供できるスキルを持った人財を育成する
２.	専門性を発揮できるプロフェッショナル人財の育成に取組む
３.	部下の育成支援に係る管理・監督者のマネジメント力の強化をはかる
４.	各々が強みや適性を活かし自律的にキャリア形成を行う体制を整備し、自律・挑戦による成長をサポートする
５.	支店長および本部各部長が先頭に立ち、営業店・本部が一体となって組織全体で人財を育成する

■社内環境整備方針
　当行は、すべての役職員が、それぞれの個性や能力を十分に発揮し、やりがいを持って活躍できるよう、 行員一人ひ
とりの自律・挑戦による成長をサポートする、多様性と創造性を尊重した職場環境の整備を推進します。

■方針テーマ
　「人財育成方針」および「社内環境整備方針」を達成するため以下の「方針テーマ」を定め、各種施策の推進に取組ん
でおります。
◆ 自律人財の育成 「やりがい」ある制度の充実と成長をサポートする仕組みづくり

◆ 挑戦する風土の醸成 挑戦をすることで自己実現を目指せる環境づくり

◆ ダイバーシティ＆インクルージョンの推進 多様性を認め合い、個々の能力を発揮できる組織づくり

■目標及び実績
　当行では、「人財育成方針」および「社内環境整備方針」に基づき、各方針テーマにおいて指標を定めています。当該
指標に関する目標及び実績は、次のとおりです。

方針テーマ 項　目 指標・目標
（中計「for the FUTURE」期間中）

2022年度
実績

2023年度
実績

2024年度
実績

・自律人財の育成
・�挑戦する風土の
醸成

・�プロフェッショナル�
人財増強（キャリアスキ
ル認定制度）

・�キャリアスキル認定者�
（累計） 150人 70人 104人 111人

・人的資本投資の充実 ・�一人当たりの人財開発�
投資額（教育関連費） 400千円 162千円 249千円 339千円

・人財開発強化 ・一人当たり研修参加回数 8回 3.29回 4.07回 5.19回

・�ダイバーシティ＆
インクルージョン
の推進

・女性活躍推進 ・女性管理・監督職比率 27％ 23.6％ 24.8％ 25.9％

・多様な働き方推進 ・�男性育児休業�
一人当たり取得日数 14日以上 8.0日 8.1日 10.6日

・�多様性ある職場環境の
推進 ・障がい者雇用率 3.00％ 2.80％ 2.67％ 3.02％

■CO2排出量削減

■脱炭素経営支援

年度 2021

42.3% 42.5% 42.7% 44.5% ― ― ― ― ― 60％
（目標） … ネットゼロ

（目標）

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 … 2050

目標

実績

活動

当
行
の
取
組
み
・
施
策

Scope1

オフセット

Scope2

CO2排出量：2013年度比60％削減（Scope１＋２）

環境配慮型車両への切替（ハイブリッド車・EV等）

節電行動（時間外勤務の削減、看板消灯等）

照明のLED化

太陽光発電装置の設置、PPAの検討

環境配慮型店舗への建替え（ZEB化）

再エネ電力への切替

カーボンオフセットの検討・活用

●サステナビリティ委員会の設置
　●TCFD提言への賛同
　●環境方針の制定
　　●投融資方針の制定
　　●CO2排出量削減目標の設定
　　　●脱炭素推進グループの設置
　　　 ●サステナブルファイナンス（ESG融資）の取扱開始
　　　　　　　●カーボン・クレジット市場への参加
　　　　　　　　　 ●サステナビリティ基本方針の制定
　　　　　　　　　 ●サステナブルファイナンス取組目標の設定
　　　　　　　　　 ●Scope3（カテゴリー15除く）算定開始
　　　　　　　　　　　　　　●Scope３カテゴリー15算定開始

ネットゼロ

年度 2021

245 529 791 1,032 ― ― ― ― ― 2,000
（目標）

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

目標

実績（億円）

脱炭素経営支援

サステナブルファイナンス取組額：2021年度～2030年度　累計実行額2,000億円

脱炭素経営コンサルティングの推進（GHG排出量可視化ツールの提供、省エネ診断等）

サステナブルファイナンスの推進（金融による支援）

J-クレジットの仲介・創出支援
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とりぎんの  いま 2024年度決算のご報告

業績ハイライト
　2024年度の決算は、貸出金利息や役務取引等収益、株式売却益の増加により、3年連続の増収増益となりました。
　また、預金残高は前年同期比220億円減少し、1兆199億円となりましたが、引続き1兆円台を維持しました。貸出金残高は、
個人ローンや公共向けが増加したことから、前年同期比116億円増加の8,822億円となりました。
　自己資本比率は前年同期比0.54ポイント上昇の8.58％と国内基準の4％を大きく上回り、不良債権比率も1.00％と、引き続き
健全な水準を維持しております。

（百万円）
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業務純益／コア業務純益
■業務純益　■コア業務純益

2024年3月期
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2023年3月期
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■預金残高　■個人預金残高
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■貸出金残高　■中小企業等貸出金残高

0

貸出金残高 （単体）

5,850

2024年3月末

8,706

5,860

2023年3月末

8,790

5,832

2025年3月末

8,822

（百万円）
■経常利益　■当期純利益
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経常利益／当期純利益 （単体）

2024年3月期

1,573

1,038

2023年3月期

1,642

1,004

2025年3月期

1,802

1,246

2024年3月末

7,061

1,819

741

89,628

個人預かり資産残高 （単体）
■個人預金　■投資信託　■年金保険等　■公共債

2023年3月末

7,002

1,695

625

199,342

2025年3月末

7,016

1,897

781

239,718
（億円）
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（億円）
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2,000
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0
2024年3月末

2,604
2,341

■個人ローン残高　■住宅ローン残高
個人ローン残高 （単体）

2023年3月末

2,569
2,342

2025年3月末

2,657
2,364

1．プロフェッショナル人財増強（キャリアスキル認定制度）
当行では、行員一人ひとりが各々の強みや適性を活かしたキャリアを選択し、自律的にキャリア形成にチャレンジする風
土をつくり、行員の各専門分野におけるスキル向上、プロフェッショナル化を目的に、2022年度より行内認定制度として
「キャリアスキル認定制度」を導入し、プロフェッショナル人財の育成に取り組んでおります。
中期経営計画「for the FUTURE ～未来に向けて～」（2024年4月～2027年3月）においても、この「キャリアスキル認

定制度」における認定者の増加を図ることで、当行行員一人ひとりの積極的な自律と挑戦を促し、プロフェッショナル人財
の増強を行ってまいります。

2．人的資本投資の充実
当行では、中期経営計画「for the FUTURE ～未来に向けて～」（2024年4月～2027年3月）において、すべての役職
員が地域社会の未来を「創り、守り、支える存在」になるために、行員の自律的な学習を支援するラーニングマネジメントシ
ステムの新規導入やタレントマネジメントシステムの利用拡充などのシステム投資に加え、研修体制の更なる充実強化を
図るなど、自己啓発を含めた人財開発支援に向けた投資に積極的に取り組んでまいります。

3．人財開発強化
当行では、「地域社会の発展を力強くリードするコンサルティングバンク」を実現する行員を育成するため、2022年度より

「人財育成プラン」を策定しております。分野別・スキルレベル別の「分野別コンサルティング育成プログラム」、階層ごとの
必要な能力開発を行う「階層別キャリアサポートプログラム」を実施、またWeb研修システムを導入するなど研修体系を
整備することで体系的、継続的に行員全体がスキルアップし、一人ひとりが自律的なキャリア形成を行えるよう取り組んで
おります。中期経営計画「for the FUTURE ～未来に向けて～」（2024年4月～2027年3月）においても、「人財育成プラ
ン」の充実を図ることで、各分野別、階層別の研修体系を強化するとともに、管理監督者の人財育成に向けたマネジメント
カの強化にも取り組み、営業店・本部が一体となり組織全体で人財を育成してまいります。

4．女性活躍推進
当行では、イノベーションを生み出す多様な人財が活躍する組織を目指し、ダイバーシティ＆インクルージョンの推進を
行っております。特に、従業員の約45％を占める女性の活躍推進は、当行の企業価値向上において大きな課題と捉え、人
事制度の改定（「総合職」・「一般職」を「営業職」へ統合し「事務職」を新設）や、女性向けの各種研修制度の充実を図り、女
性のキャリア形成支援に注力してまいりました。その結果、監督職（上席支店長代理、支店長代理等）における女性比率は
着実に増加、女性管理・監督職比率の向上につながっております。

（参考）女性管理職比率及び女性監督職比率の推移
2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績

女性管理職比率 5.8％ 6.0％ 7.1％

女性監督職比率 39.1％ 40.2％ 42.6％

5．多様な動き方推進
当行では、ダイバーシティ＆インクルージョンの観点から、多様な働き方を推進すべく、男性の育児休業取得を支援して

おります。中期経営計画「for the FUTURE ～未来に向けて～」（2024年4月～2027年3月）においては、「男性育児休
業一人当たり取得日数」14日以上を目標に掲げ、「男性育休応援金」の制度新設や、新たな制度休暇として「ウェルネス休
暇」制度を導入するなど、従業員が育児・介護・健康管理等による休暇を取得しやすい環境づくりに取り組み、多様な働き
方の更なる推進を図ってまいります。

6．多様性ある職場環境の推進
当行では、それぞれの個性や能力を十分に発揮し、やりがいを持って活躍できるよう、多様性と創造性を尊重した職場
環境の整備に努めております。中期経営計画「for the FUTURE ～未来に向けて～」（2024年4月～2027年3月）にお
いては、障がいがある方の職場環境整備の更なる推進を目指して、2024年度中に障がい者雇用グループを組織化し、障
がい者が働きやすく、各々の能力を最大限に発揮できるような支援、環境作りに取り組んでまいります。

人的資本 への 取組み
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